
１  事業数及び職員数 

（１）事業数 

平成23年度末において県内市町村(政令指定都市及び政令指定都市が加入する一部事務組合を除

く。以下同じ。)が経営する地方公営企業の事業数は 185 事業(法適用企業 93 事業、法非適用企業

92 事業)であり、前年度末に比べ、法適用企業の事業数は 1 事業減少し、法非適用企業も 1 事業減

少した。 

平成 23 年度末の事業数を事業別にみると、下水道事業が 91 事業(全体の 49.2％)と最も多く、

次いで、水道事業(上水道事業及び簡易水道事業をいう。以下同じ。)が 64 事業(同 34.6％)、病院

事業が8事業(同 4.3％)となっている。 

 
表1-1-1 地方公営企業の事業数 
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【事業別増減理由】 

（法適用） 

１増：志免町が公共下水道事業を法適化したため。 

  ２減：筑後市立病院及び川崎町立病院が病院事業を独立行政法人化したため。 

 

（法非適用） 

１増：豊前市が宅地造成事業（その他）を開始したため。 

２減：筑前町が簡易水道事業を上水道事業に統合したため。 

   志免町が公共下水道事業を法適化したため。 

 

 

 図1-1-1 事業数の推移 
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（２）職員数 

平成23年度末において県内市町村が経営する地方公営企業に従事する職員数は2,886人(法適用

企業2,526人、法非適用企業360人)であり、前年度末の3,216人(法適用企業2,834人、法非適用

企業382人)に比べ、330人、10.3％減少した。 

平成 23 年度末の職員数を事業別にみると、病院事業が 1,476 人で最も多く全体の 51.1％を占め、

次いで水道事業の 832 人(全体の 28.8％)、下水道事業の 478 人(同 16.6％)となっており、これら

3事業で職員数全体の96.5％を占めている。 

 

表 1-1-2 地方公営企業の職員数 

 

 

 

図 1-1-2 地方公営企業の事業数及び職員数 
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２ 決算規模 
平成23年度の決算規模は1,695億72百万円で、前年度の1,704億61百万円に比べ8億89百万円、

0.5％減少している。 

決算規模が大きい事業をみると、下水道事業が 756 億 30 百万円(全体の 44.6％)で最も大きく、次

いで水道事業が653億 69百万円(同 38.5％)、病院事業が256億 50百万円(同 15.1％)となっており、

これらの3事業で全体の98.3％を占めている。 

また、前年度に比べて決算規模が増加した主な事業は、宅地造成事業（4億 67百万円、77.1％の増）、

逆に減少した主な事業は、病院事業（45億 76百万円、15.1％の減）、市場事業（2億 98百万円、43.7％

の減）、観光事業（16百万円、12.4％の減）である。 

 
表1-2 決算規模の状況 
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３  建設投資及びその財源 

（１）建設投資 

平成23年度の建設投資額は、519億 68百万円で前年度502億 32百万円に比べ、17億 36百万円、

3.5％の増加となっている。 

建設投資額が大きい主な事業をみると、下水道事業が 281 億 74 百万円(全体の 54.2％)、水道事

業が223億 81百万円(同 43.1％)となっており、これらの2事業で全体の97.3％を占めている。 

また、前年度に比べて建設投資が増加した主な事業は、水道事業（50 億 30 百万円、28.9％の

増）、交通事業（54 百万円、126.9％の増）で、逆に減少した主な事業は、下水道事業(22 億 92 百

万円、7.5％の減)、病院事業（5 億 12 百万円、31.0％の減)、市場事業（3 億円、99.6％の減）で

ある。 

表1-3-1 事業別建設投資の推移 

 

（２）財源内訳 

平成23年度の建設投資に係る財源内訳をみると、企業債(未収分を含む)が234億 75百万円と大

きく、全体の 45.2％を占め、次いで国庫補助金 126 億 65 百万円(全体の 24.4％)、その他(自己財

源等)94億 96百万円(同 18.3％)となっており、これらの財源で全体の87.8％を占めている。 

表1-3-2 事業別建設投資額の財源内訳 
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４  企業債（地方債）の状況 
（１）企業債（地方債）発行額 

企業債の平成23年度の発行額は、281 億 7百万円で前年度の248 億 74 百万円に比べ32億 33 百

万円(13.0％)増加している。 

企業債発行額が大きい主な事業をみると、下水道事業が 175 億 80 百万円(全体の 62.5％)で最も

大きく、次いで水道事業95億 33百万円(同 33.9％)となっており、これらの2事業で全体の96.5％

を占めている。 

表1-4-1 企業債（地方債）発行額 

 
 

図1-4-1 企業債発行額の推移 
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（２）企業債（地方債）現在高 

平成23年度末における企業債(地方債)現在高は、6,371億 46百万円で、前年度末の6,449億 49

百万円に比べ78億 3百万円(1.2％)減少している。 

企業債(地方債)現在高が大きい主な事業をみると、下水道事業が 4,405 億 71 百万円(全体の

69.1％)で最も大きく、次いで水道事業1,608億97百万円(同25.3％)、病院事業295億11百万円(同

4.6％)となっており、これらの3事業で全体の99.0％を占めている。 

 

表1-4-2 事業別企業債（地方債）現在高 

 
 

図 1-4-2 企業債現在高の推移 
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５  他会計繰入金の状況 
地方公営企業では、繰出基準等に基づき他会計からの繰入れが行われているが、平成23年度におけ

る他会計繰入金は289億 75百万円で、前年度の300億 73百万円に比べ、10億 98百万円(3.6％)減少

している。 

他会計繰入金の内訳をみると、収益的収入への繰入金が181億 82百万円、繰入率(収益的収入に対

する繰入金の割合)15.9％(前年度185億 94百万円、繰入率15.9％)、資本的収入への繰入金が107億

93百万円、繰入率(資本的収入に対する繰入金の割合)18.9％(前年度114億 79百万円、繰入率20.5％)

となっており、前年度に比べ収益的収入への繰入れは4億12百万円(2.2％)の減少、資本的収入への

繰入れは6億86百万円(6.0％)の減少となっている。 

繰入額が大きい主な事業は、下水道事業が 212 億 84 百万円(全体の 73.5％)で最も大きく、次いで

水道事業42億円(同 14.5％)、病院事業28億 9百万円(同 9.7％)となっており、これらの3事業で全

体の97.6％を占めている。 

 

表 1-5 他会計繰入金の状況 
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６  法適用企業の状況 
（１）収益的収支の状況 

平成 23 年度の法適用企業の収益的収支は、経常収益 919 億 70 百万円(前年度 951 億 48 百万円、

対前年度比 3.3％(31 億 77 百万円)の減)、経常費用 862 億 67 百万円(前年度 889 億 29 百万円、対

前年度比 3.0％(26 億 62百万円)の減)で、経常収支は 57億 4百万円の黒字(前年度 62億 19百万円

の黒字)となっている。この経常収支は、昭和 57 年度以来 30 年連続黒字であるが、前年度と比べ

黒字額は 5億 15百万円の減となり、経常収支比率も 106.6％と前年度(107.0％)を 0.4 ポイント下

回った。 

また、法適用企業 93 事業のうち、経常収支で黒字(経常利益)を生じた事業数は 68 事業(前年度

69 事業)、赤字(経常損失)を生じた事業数は 25 事業(前年度 25 事業)で、赤字を生じた事業数の割

合は 26.9％（前年度 26.6％）で、前年度より 0.3 ポイント増加している。事業別では、上水道事

業、工業用水道事業、下水道事業及び介護サービス事業は前年度に引き続き黒字であったものの、

病院事業は前年度に引き続き赤字となっている。 

 

表 1-6-1 経常損益の状況 

 

 

表 1-6-2 経常利益及び経常損失を生じた事業数の状況 
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図 1-6-1 事業別経常収支比率の推移：法適用企業 

 

 

表 1-6-3 事業別経常収支比率の状況 
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（２）累積欠損金 

平成23年度末において累積欠損金を有するのは、29事業(法適用企業全体の31.2％)で前年度末

から2事業減少している。累積欠損金額は157億 89百万円で前年度末の178億 75百万円に比べ20

億86百万円、11.7％減少している。事業別にみると、上水道事業が9事業(上水道事業全体の17.0％)

で 14 億 99 百万円(累積欠損金全体の 9.5％)、病院事業が 5 事業(病院事業全体の 62.5％)で 94 億

46百万円(累積欠損金全体の59.8％)、下水道事業が14事業(下水道事業全体の51.9％)で 46億 67

百万円(累積欠損金全体の29.6％)となっており、この3事業で累積欠損金全体の98.9％を占めてい

る。なお、前年度に引き続き工業用水道事業においても累積欠損金が生じている。 

 
表1-6-4 累積欠損金の状況 

 
図1-6-2 
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（３）不良債務 

流動資産(翌年度に繰り越される支出の財源充当額を除く)に対する流動負債の超過額である不良

債務は、経営状況の悪化の度合いを示す尺度とされている。 

平成23年度末において不良債務を有する事業は、病院事業の1事業である。 

不良債務額は、1億5百万円で、前年度末の80百万円に比べ25百万円(31.3％)増加している。 

 

表1-6-5 不良債務の状況 

 

 

（４）資本的収支の状況 

平成 23 年度における建設改良費等の資本的支出は、570 億 13 百万円で前年度の 537 億 6百万円

に比べ33億 7百万円、6.2％増加している。主な内訳は、建設改良費が318億 67百万円(対前年度

比 34 億 95 百万円、12.3％の増)、企業債償還金が 245 億 38 百万円(対前年度比 8 億 71 百万円、

3.7％の増)となっている。 

資本的支出に対する財源は、企業債等の外部資金(資本的支出額－(内部資金＋財源不足額))が

320 億 3 百万円(資本的支出に対する割合 56.1％)、損益勘定留保資金等の内部資金(補てん財源合

計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金)が 250 億 5 百万円(同 43.9％)となっている。 

また、建設改良費が大きい主な事業をみると、上水道事業が223億 81百万円(建設改良費全体の

70.2％)で最も大きく、次いで下水道事業が 83 億 20 百万円(同 26.1％)、病院事業が 11億 40 百万

円(同 3.6％)となっており、これらの3事業で建設改良費全体の99.9％を占めている。 
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表1-6-6 法適用企業における資本的収支の推移 

 

図1-6-3 
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７ 法非適用企業の状況 

 平成 23年度の法非適用企業全体の実質収支は、9億 39百万円の黒字(前年度13億 33百万円の黒字)

となっている。また、法非適用企業の事業数は92事業で前年度（93事業）に比べ1事業減少している。 

 法非適用企業を法適用企業(企業会計方式)に準じて収益的収支、資本的収支に区別すれば次のような

状況にある。 

（１） 収益的収支の状況 

  平成23年度の総収益は216億 58百万円で前年度の213億 86百万円に比べ2億72百万円、1.2％

増加した。総費用は 155 億 34 百万円で前年度の 157 億 11 百万円に比べ 1億 77 百万円、1.1％減少

した。この結果、収支差引は61億 24百万円の黒字(前年度56億 75百万円の黒字)となっている。 

（２） 資本的収支の状況 

   平成23年度の資本的支出は、319億72百万円で前年度の331億16百万円に比べ11億44百万円、

3.5％減少した。これに対する資本的収入は 250 億 72 百万円で前年度の 272 億 88 百万円に比べ 22

億 16百万円、8.1％減少した。この結果、収支差引は69億円の赤字(前年度58億 28百万円の赤字)

となっている。 

  資本的支出が大きな主な事業をみると、下水道事業が302億 96百万円で最も大きく、資本的支出

全体の94.8 ％を占めている。 

 

表1-7-1 法非適用企業の経営状況の推移 

 

 

表1-7-2 実質収支の黒・赤字事業数の推移 
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８ 財政再建等の状況 

  本県においては、赤池町立病院が改正前の地方公営企業法第 49 条の規定により（いわゆる「準用

再建」）、平成3年度から平成7年度までの5か年間の財政再建計画を策定して財政の再建に取り組ん

だ。この結果、計画期間を1年短縮して平成6年度末には不良債務を解消して、再建を完了した。 

また、昭和 63 年度から第三次病院事業経営健全化措置が講じられ、小竹町立病院が対象となり、

平成元年度末で不良債務を解消し、健全化を完了した。 

しかしながら、病院事業については依然として不良債務を抱え、額も年々増加している団体があっ

たため、不良債務の計画的解消等を目的として平成7年度から第四次病院事業経営健全化措置が講じ

られることとなり(全国ベース49団体)、本県では糸田町立緑が丘病院（計画期間平成7～11年度）、

川崎町立病院(同平成7～13年度)が対象となり、健全化に取り組むこととなった。この結果、糸田町

立緑が丘病院は、計画期間を１年短縮して平成 10 年度末には不良債務を解消し健全化を完了したが、

川崎町立病院は、計画期間内に不良債務を解消できないまま計画期間を終了している。 

なお、平成 14 年度からは、第五次病院事業経営健全化措置が講じられていたが(全国ベース 15

団体)、本県には同措置の対象となった団体はない。 

 

表1-8 地方公営企業の財政再建の状況（全国ベ－ス） 
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９ 資金不足比率の状況 

  「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金の不足額がある公営企業会計は1会計。

そのうち、資金不足比率が経営健全化基準（20％）以上となる団体はない。 

 

表1-9 資金不足比率の状況 
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